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ζζ数年来“生計費論"の講義をつづけてきた。 ζの名称のもとに，ある年度は生計費研究の歴史
をたどり，他の年度は基礎理論として消費者選択の理論ないしは無差別図形の理論を験討してきた。
生計費研究の歴史において，エンゲJレはそれ以前の研究を集成し，それ以後の研究の源流となるが，
彼がの乙した課題は，消世単位の作成問題， “その他の事情"で要約される支出lζ影響するファクタ
ーの種類と評価の問題，および労働力再生産の状態でもって測られる生活水準設定の技術問題の三つ
であるといってよいであろう。そして乙れらの問題のその後の研究の方向は，自然科学的または純理
論的な方法より脱して，社会科学的または実態分析的な方法lζ進んでいるとみられる。乙の乙とは一
定の労働力再生産の状態をしめす生活水準設定の方法を社会科学的手続によって遂行しようとする努
力によるものと考えられる。すなわち前二者の解決を条件として第三者の方法が可能となるのである
から，第三者を社会科学的K解決するためには，前二者をも行為分析にもとづく社会科学的な方法で
処理しなければならないからである。とにかくエンゲル以後の生計費研究は.一定の生活水準を実態
分析的，社会科学的方法によって裁定するととに朝宗するとみてよいのであって，乙のととは “生計
EJ!i論"をζの方向と方法によって体系づけるととを正当とするであろう。さらに，ζの見地は，純理
論的な厚生経済学を地上におろし，現実の制約条件のもとにおける社会保障の経済学として発足せし
めるための媒介的な役割にも通ずるものとみられる。
梅次号に (2)“裁定方法について"を発表の予定
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また消費者選択理論の検討は，との理論が消費行為解釈の有力な基礎理論である ζとを教えるが，
しかし本来個人行為の解釈理論であるから，ζれをわれわれの目的にしたがって集団現象の解析理論
として応用しようとしてもほとんど役にたたないζとも判明する。たとえばζの理論はかの限界代替
率概念によって，財相互の代替関係にもとづく無差別曲線群の性質を教えるであろう。ま元物価体系
の変動を収入効果lζ還元して観察する方法を図形的ならびに純理論的K提示する ζともできるであろ
う。しかし欲望主体の相違を無差別曲線に表現して，比較による集団観察に道をひらくとか，あるい
は還元された収入効果を計測する等の実際的方法については，無力というよりも無関係であるといっ
てよい。 ζのととは，この理論が支出lζ影響するファクターの識別については収入と物価体系以外に
は貢献すると ζろがなく，主体は主体の選好 (prejerence)というアプリオリーな概念としてとり扱
われており，選好の主体が問題とされないところにしめされうるであろうし，また従来の物価指数算
出法を原子論的方法として果敢に批判iまする ζとができるが，その函数論的方法にもとづく具体的な
算出法を提示しえないところにもあらわれているといえるであろう。要するに ζの理論の検討は，消
費者行為の社会科学的な分析Kは効用理論乙そが有力であるととを教えるのであるが，効用の測定や
集団観察えの適用等のわれわれの当面する問題を拓くものではない。
さて，われわれは家計集団の収支の行為分析を通じて，ζの集団の生活水準の測定とその水準的意
味の裁定をお乙なおうとする。そしてζれを労働力再生産の状態と欲望満足の状態すなわち効用水準
との対応関係を仮定し，効用水準の測定とその意味解釈によって遂行しようとするのである。だから
とこに四つの重大な理論的問題が登場するととになる。 tl1ー はいうまでもなく労働力再生産の状態と
効用水準との対応関係を仮定するととの可否ないしは確実性に関する問題であり，第二は効用可制性
に関する問題であり，第三はその集団適用性に閲する問題であり，第四は意味解釈の合理性iζ関する
問題である。本篇はこれらの問題を正面からとりあげる予定ではないが，問題の意味を簡単iζしるし
ておきたい。
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まず第ーの問題であるが，これは仮定であって証明するととはできない。が出発点は，たとえば飲
食物が不足し労働力の再生産が充分に行われ難いときには，飲食物への欲求行為がお乙り，その満足
をもとめようとするであろう。したがって満足の度合と労働力再生産との聞には何等かの対応関係を
想定しうるであろうという，生物学的な考え方である。しかしただ単純に乙のような立場にとどまる
のであれば.何も欲望満足と労働力再生産との対応関係を設定する必要はないのであって，主観的な
効用水準をもって生活水準とみてよいわけである。 fこだわれわれは現在の家庭経済が，一定の収入条
件と物価体系のもとにおいて，欲望の満足を遂行し，乙のような行為を通じて社会のもとめる労働力
を再生産せざるを得ないという事情を重視する。すなわち一見私的に放任されている選択行為の総体
によって， 消費と労働力の再生産という経済循環の一環が形成されるのであり，逆lζζの経済循環に
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媒介される乙とiζよって家庭経済は存立しうるのである。したがって家庭経済の行為は笑は私的なの
ではなく社会的であり，また社会的に観察されてのみ怠味をもっといってよい。とのようにみれば生
活水準というのは社会的な労働力の再生産の状態と同義語であって 乙の状態の直後的な測定や判断
が困避であるために，その手段である陽表的な行為のJ'JJIC観察をうっそうとするのである。したがっ
てわれわれにとっては効用水準の測定は社会的に芯味のある集団について行わなければ怠味はなし
また効用水準と労働力再生産の状態との対応関係の仮定がなければ . ζの仕事の意味もないのであ
る。ゲシタル ト心理学における Isomorphismの仮定が有効であったように，ζのような仮定がやが
て社会的な労働力再生産の掛造を映しだしてゆくかもしれないであろう。
第二の効用可測性の問題は，経済学においては古く て新しい問題である。効用理論発生の当初は可
測性は自明の乙ととして前提とされていたとみられるが，クールノーの否定以来，ζの問題はコナン
ドラム的な難問として意識されてきた。以来バレー トやヒックスのように一応不必要と考え，乙れを
序数的な比較可能性によって有効に回避しようとするものがあり，フィッシヤーやフ リッシュのよう
に，実質貨幣の限界効用の測定を可能と考え，その方法を提示するものや，さらに最近では確率論的
な接近がζζろみられるに至っている。とのように可測性については，いまだ議論が定まらないのが
現状であるといってよいが，しかし，たとえば厚生経済学がいたずらに論理学化する傾向を考えると
可測はいまや不可避としなければならない。したがって現在の測定法に批判的な人も，それを未熟と
考え建設的技術的な批判に転ずべきであろう。 ヒックスはもちろん効用可測について否定的ではない
が，しかし，効用の相互依存性を説いてフリッシュ等の測定法に批判的であるのは周知のとおりであ
る的。しかしその批判が限界代替率概念の擁護にむすびついているかぎりは，可測技術は進歩しない
のである。もしもフリッシュ法が相互依存性について不充分であるとすれば，ζれを映すにはどうす
ればよいのであるか，いまの段階では批判は前進的でなければならない。われわれはもちろん可測の
立場より，あとでみるようにフリッシュの変量法をわれわれの用途IC改変した方法をとる。乙れの不
充分な点は白から指摘するつもりであるが，可測性の論議は技術問題と並行すべき乙とを希望してお
きたい。
第三の集団適用性の問題も問機であって，効用は本来個人の主観的評価であるから，乙れを家族単
位iζ拡張したり，さらに家族の一定の社会集団を単位として測定するζ とはナセンスであるとして拒
けるとすれば，その目的よりして社会的集団の効用測定をめぎすわれわれの仕事は停止しなければな
らない。サミエルソンはすでに，家族各員の消費行為は家庭全体の効用の極大をもとめてお乙なわれ
るから，それらの行為は共同的統一的である。したがって家族を個人と同様の一つの評価単位とみな
しうるという趣旨のもとで，家庭の消費行為の効周辺論適用可能性を論じている問。家族単位への拡
強問題はサミ エルソンにゆづるとしても ζの論拠をそのまま社会集団に再鉱強する乙とはもちろんで
きない。しかしサミエルソンの論拠は欲望の同質性という乙とであるから，もしも集団を構成する家
族の欲望が，あたかも同質的であったかのように，行為結果を調整するととができるならば，乙の集
団について効用測定を行う乙とはあながち不当とはいえないはずであろう。したがって問題はとのよ
うな調整技術を行為分析のItJよりおし進めるととができるかという技術的可能性の問題であり，乙の
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問題の論証もとのような技術論と並行せしめるととによって発展的となるであろう。
第四の測定結果の意味解.釈，すなわち裁定の合理性の問題とは，効用水準の測度について，労働力
再生産の状態に照会した一定の合理的な判断基準をつくりあげる問題である。たとえば水銀柱におけ
る1∞ 度は，まさしく温度でありながらそれ自体としては何等物理的意味を語るものではない。同様
に効用水準の測度は生活水準の測度ではあるが，乙れを労働力再生産の状態にかかわらしめて，いず
れの測度を最低生活費や限界生活費等と判断するかは別の問題に属する。 ζの判断はわれわれの場合
には，欲望充足の程度と労働力再生産の状態との対応関係という第ーの仮定があるのであるから，労
働力再生産の状態と労働力供給行為との対応関係という第二の仮定を設定し，媒介項である労働力再
生産の状態をエリミネートして，効用水準と供給水準を直結させ，集団の労働力供給行為の解釈より
迫るととが，当然の成行となるであろう。したがってとの問題は消費，あるいは同じζとであるがそ
れを保証するととろの収入の効用水準が，どれたけの労働量を提供せんとする意欲を表現するかを理
論的に確定し，提供労働量の変化より効用水準の窓味を合理的iζ判断するという乙とになるから，乙
の場合には実証的な問題ではなく合理性をどとまで貫徹しうるかという純理論的な問題である。
以上の四つの問題はそれぞれその成立の可能性を問うという方法論としての性質をもったものであ
る。したがってとの可能性のうえに以下でとりあげようとする技術的な諮問題は基礎をあたえられる
といってよいわけである。しかし方法論は技術論の批判の体系でありつつ，技術論によっても深化せ
しめられなければならない。 乙のことはつねに抽象的批判に終始し，技術否定の傾向をもっ社会科学
方法論の反省すべき点でなければならない。そζで以上の諸問題の可能性を一応前提とし，本筋では
生活水準の測定と裁定を効用理論をもととして遂行する場合の技術的な問題を考察し，他自の方法論
の用怠をする乙とにしておきたい。以下でとりあげられるのはつぎの四つである。第一は家計収支の
費自分類を効用理論に即応するようlζ再分類する場合の諸問題である。第二は集団の家計資料を欲望
についての同質集団に編成替えする場合の調整技術の問題であり，方法論的にも技術的にももっとも
困難な領域である。第三は効用水準測定の技術であり，第四は測定結果の裁定方法に関する問題であ
る。
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まず第一の問題は，家計収支の分類を効用理論lζ即応するように分類することであるが，効用理論
の根本的な立場¥Ii，支出を収入の一元的な函数として観察しようとする点にあるから，乙乙ではまず
収入を支出の独立変数，すなわち可処分所得として分類する ζとからはじめなければならぬ。と ζろ
が統計局分類では，収入と支出は，その関速においてではなく，別々の立場から分類されており，乙
のために収入階層別の支出の編成は，実収入にもとづいている。しかし実収入は税金や社会保険鋪金
等の強制支出の飯泉ともなるから，消費函数における独立変数とみる ζ とはできない。そ ζで経済企
画庁等が統計局分類より可処分所得を導出するのは，
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(総収入)=(実収入)+(実収入以外の収入)+(前月からの持越)=(総支出)=
(消費支出)+(非消費支出)+(実支出以外の支出)+(翌月への繰越)
とおいて，非消費支出を前記の強制支出とみて，実収入一非消費支出を可処分所得とすると，
(可処分所得)=(実収入)一(非消費支出)=(消費支出)+{(実支出以外の支出)+
(翌月への繰越)}一{(実収入以外の収入)+(前月からの持越)}
となる。乙の場合， {(実支出以外の支出)+(翌月への繰越)}は{(総支出)ー (実支出)}であり， {(実収
入以外の収入)+(前月からの持越)}は{(総収入)一(実収入)}であり，また(総収入)=(総支出)である
から，結局上の方程式は
(可処分所得)=(消費支出)+(実収入)ー〈実支出)
となるわけである。したがって実収支のバランスが貯蓄とみられる乙とになる。
乙ζでおきる素朴な疑問は，このバランス関係が7 イナスの場合は，可処分所得は現実の消費支出
金額から，乙のマイナス部分がさし引かれた金額というととになり，またもし ζの不合理を救うため
に，とれを左辺にうつしてプラスとすれば，乙のプラス部分は何かということである。乙の不合理は
可処分所得を(実収入)一(非消費支出〉として，実収入のみを源泉とし，貯金引出や借金等の実収入以
外の収入を，可処分所得にふくめないと乙ろにある。しかし一度び支出に着目すれば，それが実収入
であれ，またそれ以外の収入であれ，乙れらを源泉として消費と貯蓄が支出行為としていとなまれる
のである。それにもかかわらず貯蓄だけが実収支のバランスとしてとられ，一種の支出行為としてみ
とめていないのは奇怪といわなければならない。したがって乙のような貯蓄をも可処分所得の従属変
数としてみようとする ζ とはできないはずである。貯蓄が他の消費支出費目と同様な被選択的な競合
関係、にあり，他の消費支出を抑えて選択される乙とはありうることであり，決して実収入から消費支
出を行った残余が貯蓄となるわけではない。要するに上の方式による分類は，社会経済的な需要分析
の場合には，(実収入)ー(非消費支出〉は結局(消費支出)+(貯蓄〉に転化するから妥当するが，効用理
論をもとにした家計の行為分析の分類としては妥当しないのである。
そ乙でわれわれの場合には，支出に着目し，これに収入を合わせてゆく という方式をとらねばなら
ない。すなわち貯蓄も一つの支出と考え，消費支出とこの意味での貯蓄との合計を可処分所得と等置
することである。この方式ではマイナスの貯蓄はありえないのである。そとでとの方式を統計局分類
をもとにして行う場合には，支出費白の分類lζ若干の改変が要求される乙とになる。まず飲食物，被
服，住居，光熱，雑費等の消費支出費目は，費目内部は代替関係にある品目を一括し，費目相互の聞
は補完関係をたもつように，小分類より大分類へと積上げる ζとである。もっとも代替関係や補完関
係といつも相対的な概念であり，また多くの品目について ζのような分析-がなされているわけでもな
いから，困難な仕事であり，一朝にしてできることではないが，少くとも原理的には上のようにいうべ
きであろう。それは収入の増加によって各費目が補完関係をたもちながら，費目内部において下級品
が上級品によって代替されてゆく関係を支出金額の増加として観察するのに便利であるからである。
いまは統計局の現行の用途別分類をとるほかはないが，やがて分析成果を基礎にして上の立場よりの
再検討が必要となるであろう。つぎに“非消費支出"であるが，これは純粋の強制支出に改めなけれ
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ばならない。たとえば，ζ 乙にふくまれている自転車税や畜犬税等は税金であっても強制支出を意味
しないし，また火災保険料，肥料代，飼料等ももちろん強制支出ではないから，とれらは消費支出中
の適当な貸自にうつされなければならない。また“笑支出以外の支出"は一応貯蓄とみとめるが，し
かし ζれらのうち貯金，保険掛金，株式投資等をふくむ“その他"等の積極的な貯蓄と， 借金返済，
銭買払等の過去の消費のための返済支出とみられる消極的な貯蓄とは区別されなければならない。
以上のような考慮の後IC，消費支出+貯蓄(積極的ならびに消極的)を可処分所得とおく ζ とにな
るから，方程式は
(可処分所得)=(総収入)一〈強制支出〕ー(翌月への繰越)=(消費支出)+(貯蓄)
となる。したがってとの場合には“収入"には実収入以外の収入もふくまれうる ζとになるわけであ
る。収入を独立変数とし，支出を従属変数とする消費函数を， ミクロ的な家計分析にのせる場合の収
支の概念は以上のようなものでなければならない。したがって家計資料を収入階層別iζ編成する場合
の“収入"は，以上のような意味の可処分所得である。
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第二の問題は，集団を構成する各家計の欲望が，あたかも同質的であるように収支を調整する技術
の問題である。いいかえるならば，各家計における支出の相違はただ収入のみの相違にもとづくもの
であるように，現実の家計を調整する技術である。乙のためには，支出を規定する要素の種類を識別
しその評価がなされなければならない。乙れはエンゲルが古典的に表現した“その他の事情"である。
効用理論においては，支出を規定する要素として，収入，物価体系および主体の選好(趣味，稽好が
とれにあたるであろう)をみとめている。個人理論の立場からは，主体は一定であるから，主として
物価体系の変動を収入の変動にひき直す理論と技術が追求される乙とになった。したがって乙の立場
からすぐれて社会経済的な物価指数論を展開するととになると，選好の一定を仮定せざるを得ないの
であるが，選好の一定は現実的でないから，函数論的な物価指数論はこの点でゆきづまるζとになる。
また厚生経済学は結局個人聞の効用比較の問題を主題とせざるをえないが，やはりとの点でゆき詰っ
ている ζとも周知のとおりである。したがって効用理論を偲人をとえた集団の行為に適用する場合iζ
は， ζの主体を一定条件に調整し，選好の一定を仮定ではなく現実のものにするという至難の問題に
直面するζとになる。
乙の解決の第一歩は，主体の選好という本来個別的なものを，乙れを規定する客続的な要素に分解
する乙とであろう。乙れらの要素の識別は，その他の条件の等しい家計資料を比較するζとによって
知られるものであって，われわれが従来からとのような方法によって識別してきた要素はつぎの四つ
である。 一つは世帯人員数であって， その他の条件が同じであれば，世帯人員数の増大は収入の低下
iζ似た作用を支出におよぽすζ とが観察される。ニつは性および年令による家族構成であって，たと
え世帯人員数をもふくめたその他の条件が同じであっても，~択肢椛成を巽』とすればやはり支出 iζ奥な
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る影響があらわれる。おそらく前者は家族の欲望の大きさを規定し，後者はその質を規定するものと
みてよいであろう。以上の二つの要素は従来はいわゆる“消質単位"によって調怒されてきた乙とは
知られているとおりである。すなわち人々の欲望が身長，体重，あるいは必要カロリーや支出労働量
lζ比例的であるとの前提のもとに，乙れらを基準にして性別，年令別に単位をあたえ，一家族の支出
をー単位の支出に調整する乙とによって， 家族人員と家族構成の影響を一挙Kとりのぞとうとするの
がエンゲル以来の伝統的なやりかたであった。しかし，ζζではζのような原子論的，自然科学的な
作成方法は， 函数論的，社会科学的な方法によっておきかえられるととが要求されるのである。
三つは世需主の職業で代表される家族の社会階級的性格である。 ζの場合は一次的にはその駿業の
要求する労働力の量や質が，その再生産のための消費内容を規定するのであろうが，やがてその騒業
の属する社会階級的地位が，一定の消費の性絡をおしつける乙とになるものと考えられる。したがっ
てζ 乙では磁業といっても， その指標は賃銀労働者，サラ リー マン， 農民，中小企業者といった社会
階級的集団であるといってよいであろう。四つはその家族の所在する地域性である。乙れも一次的に
は気候条件の相違よりひきお乙される対応的な消費の相違にもとづくのであろうが，やがてそれが風
土的条件として固定し，一定の消費習慣を形成するようにはたらくものと考えられる。
家族の選好を規定する客観条件はとのほかにもないわけではない。しかし比較的重要な要業は以上
のようなものであり，その他の重要でないものはランダム ・パーツとして一括して処理する ζとが適
当であろう。そ乙で支出に作用する要素としてはすでに証明されてきた収入，物価体系のほかに，主
体が家族人員，家族構成，職業，地域性の四つに分解されるから，都合六つをあげる ζ とになるわけ
である。と ζろで以上の六要素は家庭の支出行為を静態的にとらえた場合の規定条件であって， 銀1富
的lζは以上の六要素が歴史的，社会的な効果をふくめて作用するととになるとみなければならない。
すなわち，いずれかの異なる過去の条件が，現在の支出になお作用しているとみられる履歴効果， あ
るいは将来の変動への予想が現在の支出に効果をおよぽす期待効果，さ らには他人より劣りたくない
又は遅れたくないという消極的な追従効果，あるいは競争的，顕示的ともいえる積極的な誇示効果等
である。しかしとれらは静態的な観察の場合にはランダム ・パーツの中にふくめうるであろう。
さて以上のように支出に作用する要紫の駈類を識別し うるとしても， ζれらの効果を評価する乙と
ができなければ，乙れらを技術的lζ分離するととはできないわけである。 しかし ζのためには，まず
l順序として家族人員効果と家族構成効果の分離に成功しなければならない。なぜならば，もしとれら
の効果の分離に成功するならば，地域別lζ分類された資料について， 職業別lζ家計比較を乙 ζ ろみる
ととによって，その差異を怒業効果として評価しうるであろうからであり，またさらに蔽業効果の分
鍛の上で，地域別の比較によって地域性の効果を評価しうるからである。とのようにして人員効果と
構成効果を分離する乙とは，ζの問題解決の基礎であり出発点である。またわれわれの当面の必要か
らいっても，ある生活水準の測定や裁定の要求は，ある地域のある職業集団についてなされる場合が
多いから， ζの二つの効果の分続技術に成功すれば，それで聞に合う場合が多いのである。そ乙で何
はともあれ，乙の両効果の分離技術をおし進める ζ とにとりくまなければならない。
( 7 ) 
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5 
いまある時点における全国的な家計資料があるとすれば，まずζれを地按別tζ分類し，ζれをさら
に騒業別に分類する。 ζのように分類された資料内部においては，地域性効果や職業効果は一定にた
もたれているとみてよい。また物価体系の効果も一定の時期，地域をとる乙とによって不変とみてよ
いであろうし，歴史的，社会的効果も断面的観察であるから，ランダム ・パーツとして処理しうるで
あろう。したがってζのようにして分類された資料については，各費目の支出は，収入と家族人員と家
族構成の函数という乙とになるであろう。乙の場合，家族人員の効果とはもちろん家族人員数Nが増
加する ζとによって， 同じ生活水準を維持するには支出額が増大しなければならないζとを意味する
が，しかしその増加は算術加算的な直線的な増加ではなく，購入，貯蔵，加工，消費等における大量
性や共向性による効率的な効果が加わるから，逓滅的な僧加となるわけである。そとで家接人員が1
人ふえることにともなう効率化によるあるu自の節約率を んであらわせば， 1人の増加率は(1・Ae)
となる。しかしζの節約率は家族人員の僧加とともに逓減するのであるから，増加率は人員の対数的
増加と考え，家族人員効果を Nl-"eと表現する乙とができるであろう。また性と年令によって区別
されたある家族員のこの費呂への支出単位を "e，それと同タ イプの人員数を n とすれば，，.-家の
との費目への総支出単位は 1:"I'.1Zと表現できるから， 1人当-りの家放構成効果は 1:/Ce1ZjNである4
したがって家族人民効果と家放構成効果を合成すれば
(1:/Ce1ZjN)Nl-λe =1:/Ce1ZjN"e 
あるいは (1:/Cen)N-"e となる。
そとで (1:/Cen)N-"e = m とおけば，ある資自の支出 Eは，収入 Iと m との函数となるから
E=f(I.m)……………………………..・H ・……...・H ・..………-・…………一…… (1)
である。 乙れはオイラーの同次函数の定狸によって
8E.. . 8E . t. _ ， 8E 1 _ 8E m E==百了1+百五Jm よって 1一否TY-百五zY'…H ・H ・.…H ・H ・.・H ・.…白)
;予す=いまある費目支出の収入野力性であり，Zす==0!地目支出の人員単位弾力性で
あって， 両者は
1-η=0 
の関係にあるわけである。 したがって，いまアレン，ボウレーの規定を厳密lζし，甲>1ならば費沢
費目，1>甲>0ならば必需費e)，甲<0ならば下級費目とすば，収入が一定の場合 m が増加すれば
費沢費目の全支出は減少する乙とになるから，もちろん単位当りの支出も減少し，必需費目は金支出
は増加するが，その僧加率は m の地加皐lζおよばないわけであるから，単位当り支出は減少し，下
級費目は全支出は大きく増加し，そのt普加準は人員の増加率よりも大であるから，単位当り支出も増
加する乙とが判明する。乙の効果を表示すれば次表のようになる。
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一般に収入を一定とすれば，人民単位の増加は 人員単位m加の支出効果
収入の減少と同じ効果をあたえると期待される |賛沢智目 |必需資自 |下例目
が，それは上式の関係におけるような逆関係で
あって，以下の分折iζ重要な知比をあたえるも
のである。
さて (1)式において m の効果を除去するた
会支出効果
単位当り支出効果
(増加は+，減少はー 〉
+ 
+ 
めに，ある質問単位当り支出ーをとると，これは収入単位 M で測られた単位当り収入す の函
k' 
m 
数でなければならない。乙 ζに M は M= (J:lCin)N-^iであって，J:E= 1 のもとにおいては各自
自の m の支出額による加霊平均値iζ近いζとは，後に証明されるとζろである。そ乙で
会=g(す)
とおく ζとができる。 ζれがプレイスやハウサッカー 〈均等ケムプリッヂの述中によって行為方程式
(behaviour equatiol)とよばれているものであって，以下の展開の出発点となっている。上式は直
ちに
E= 1 g (去)}m
となる。乙 ζ 』ζ m や M は家族人員数 N の函数であるから，(3)式を N について微分すれば
dE om ， J o 1 M oM 1 ¥ 
一一 = ，， '~: g+剖 一一一一 一 一一一-dN oN <3' '" ¥ oN M~ oN M~ / 
o 1 
-一 =0 であるからoN 
dE om oM bll ， E万 =否万g-oN 石 詩人H ・H ・H ・H ・..・H ・-…H ・H ・...…… …ー……一 …… ・(5)
dE om " 'd1 M oM 1 ¥ また 一一= ~ .~-R+!t一一一一一一一 一 一ld 1 -o 1 g... g ¥ o 1 M2 O 1 M:!.) 
om oM 
一一=一一=0であるからoI oI 
dE m ， 
dI M ~ 
dE 11 m 
放に 甲 ~ (jアでE-=171rgF ・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・(的
(6)を (5)Iζ代入して整理すれば
1 dE om 1 oM 甲E dN=百万 ヲ五一一百万 M '…… ・……・…一一 ・…… ………...・H ・-…・(7)
となる。げ) 式は家族にある一人を加えた場合のある~目支出額の変化割合を， 11~ と M との変化関
係でしめしたものであって， それは m の治加割合から，Mのi自加割合とその:l!(自の収入弾力性と
の踏を，さし引いたものに等しい乙とをしめしている。
( 9 ) 
~ 132ー 社会福祉学
そ乙でたとえば，その費昆の支出が全く収入lζ依存せず，家族員数にのみ依存するような費目(た
とえばそれlζ近いものとして米類)，すなわち収入弾力性がOであるような費目をとるとすれば，(7) 
式は
1 dE am 1 E dN=否苛 12z-……・・…....・H ・..…・・.・H ・-…….....・H ・-・・…・…..・H ・"，(8)
となり，乙の賀自についての増加人の支出単位が，支出の増加割合としてしめされるととになる。乙
れはケムスレーの方法叫に基礎をあたえる方程式であるといえるであろう。しかし支出変化が人員効
果のみに依存し，収入効果がOであるような世田を現実にもとめる乙とはきわめて困難である。かり
にそれに近い費目があったとしても，とのような'fi.自についてのみ支出単位が与えられるだけであっ
て，とのような特別の目的以外には役にたたないであろう。収入勝力性が何等か正値をとるような多
くの費自について，(8)式を強行するとすれば，弾力性値と比例的lζ支出単位を過小評価する乙とに
なるととは，(7)式との比較においてあきらかであろう。
そとで(の式を，同じ生活水準を維持する場合における支出単位と収入単位との関係iζ限定するζ
とによって，一般費自の単位をあたえる方式に改変する ζとを考えなければならない。そζで m は
N の函数である乙とを前提として，1 と N との変化のもとにおけるEの全変化をもとめるべく
E=φ(1.N) 
とおいて，全微分すれば
EfE SE 日 ，aE 、電=τ1 aL十百苛dN
乙れに (6)式およびげ)式を代入すれば
E"IJ Jr ， ~I am 1 aM 有¥、m
dE=一一dl千 E(=一 一一-一 一一一一一-ldN、aN m aN MJ 喝
同じ生活水準を維持するにはEが不変にたもたれなければならないから，dE =0とおいて整恕すれば
1 dI aM 1 am 1 1 dN=苛苛 M 一百万五石 …・…....・H ・....…・…H ・H ・-…………………(9)
すなわち家族人員増加による収入の保障的変化は，Mの噌加割合から，m の増加割合をその費目の
収入弾力性値で割った商を，さし引いたものに等しい乙とをしめしている。 ζのようにして (9)式は
収入単位および各費自の支出単位研究の基本方程式となる。
6 
ζζで，まず (9)式を解いて M や m をもとめる方法を考えることにしよう。乙の値から κiと
れおよび'"eとんとの分離はつぎの問題である。 一見してあきらかなようにとの二つの未知数を
ふくむ一つの方程式を解くには特殊の方法を考案しなければならない。 第一の方法は，M と m と
の別の関係式をもとめで とれを ω)式に代入しいずれかを消去するという正攻法である。まず (5)
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式iζ着目して，I=IEであるから，収入を一定として家族人員数を変化せしめた場合， 各費目支
出は変化するが，それらの合計は変化しない。よって (5)式は
dE ~8m 8M 1 Zm Z百万=Z百万g一百万 .M;-g=O ・……・・……...・H ・..….・H ・…………・・…・…utl
d E m ， ~ d E • _.~ _ ， . _ m 
と乙ろで一一= ~'; g Z一一=1であるからZーーピ=1である。とれを (10)式に代入してd 1 M.s， -d 1 -~ ~ V.J . ， N--_， - M 
8M 1 ~ 8m 
否FtM =Z百万8 g=去であるから
8M 1 j 8m E 1 ¥ 1 ............................................…・…M
8N M --¥ 8N 1 m} 
I^ E M ¥ または 8M=Zi 8mーァ ー~l ・・・・H ・H ・-………………..........・ H ・-一…....・H ・....・ H ・..(1~
¥ 1 m I 
をうる。回式はもし45=1ならば，収入単位は，各質問位のその支出額による加重平均時
しいζとをしめしている。われわれがさきに M は各自白の m の支出額による加重平均lζ近いとい
ったのは，与が1ω 、という条件のもとにおいてである乙とがあきらかとなる。しかし与はつ
ねに1ではない。さて(凶式を (9)式に代入すれば，とれによって収入単位を消去するζとができる
が， しかし他の~'1自の支出単位を導入することになるから， 結局解くととができない。
第二は (9)式右辺の右項をOとおく方法である。すなわちもしも，ある'1.l自の支出が増加人によっ
て全く影響をうけないで，収入のみによって彫努をうけるとすれば，その1ft自の増加入の支出単位
8m 1 一一-一ーは Oである。 しナがってζのような費目，すなわち支出の人目単位陣力性がOであるようoN 1n ，0. V '- V.J .~ 0 V ''-
な費目を見出すζとができるとすれば，ζの窃合 (9)式は
1 dI 8M 1 
1 dN=百五TM E 
となり，収入単位を一挙Kもとめる ζとができ
る。収入単位は共通であるから，乙の結果を(9)
式lζ代入すれば，{也のrt自の支出単位をもとめ
るζ とができるわけである。この方訟を図示す
れば，右図のようになる。
横軸lζ収入Iをとり，縦割11ζ乙のような控目
支出Eをとる。いま収入 ん において夫婦世幣
のこの費目支出が Etであるとすれば，夫総と 。 1. 
5才男子の3人1it帯では ん においては実質的 第 1 図
12 I 
な収入水準はより低く，乙の費目支出が人111.位の効果lζ関係なく収入水準のみに依存するのである
から その支出 E~ は E1 より低くなるであろう。 そζでζの世需が E1の支出を可能ならしめ
る収入 ん を見出せば，夫婦世帯の ん と3人世需の ん は，同じ収入効果をあたえ，同じ生活水準
< 11 ) 
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にある ζ とを意味する。したがって ん んー は3人世帯lζ，夫婦世帯と同じ生活水準をいとなしめる
ために補償しなければならない収入であり，5才男子の収入単位の基礎をあたえるわけである。
乙れはニコルソン切やへンダーソン仰が行った方法を原理的に説明するものである。しかし ζの方
法の重量点の一つは，増加入iζ全く影響のない費目を完全に分類しうるかという乙とである。彼等は乙
のような費目として a酒，短草支出.b成人の彼版支出，c必需支出以外の支出，d貯蓄等をあげ
ている。要するに人員弾力性0，ないしは収入弾力性1の費目を見出すというととなのであろうが，
収入変化の全範囲にわたって，ζのような値をとる世田を分蔵するζ とはきわめて困難であるといわ
なければならない。いま一つの難点は家族構成を異にする世帯の，ζの費目の支出方程式(エンゲル
カープ)をつくる思ー合lζ，実験的にそれぞれの収入を変動せしめて支出を観察する乙とは実際上不可
能であるから.家族構成別lζ収入階層を異にする多数の世帯の家計資料を蒐集しなければならない。
しかもとくにとの場合には，乙の費自についての趣味噌好の同一性が厳格に要求せられるから，乙の
ような資料の蒐集は不可能に近い。したがってζの方法は理鎗的には可能であっても，実際問題とし
ては困難であるといわなければならない。
ととろで以上のような技術的実際的な難点のほかに，上の方法の1i立後における子供の費用の導出過
程IL:は，理論的な誤りがふくまれていると考えられる。それは3人世-幣の費用から，それと同等の生
活をいとなむ夫婦世帯の費用をさし引いた差額が 5 才男子の'l~用であり ， その収入単位の基礎をあ
たえるというのであるが，それならばたとえば4人世帯とそれに5才男子を加えた5人世帯を，まえ
と同等の生活水準におき，その費用の差額が，まえと同総の5才男子の金額となるというのであろう
か。すなわち，ζζでは M の値が，家族構成と家族人員の両効果が合成されたものである乙とが忘
れられているのである。もしも M が IlCitlであるならば， いかなる員数世帯の差をとっても， そ
の差が同タイプであれば同じ金額をあたえるであろうが M が (IlCin)N-λi として N-λiIζよっ
てデフレー トされるとすれば，比較される相互の世帯員数によってその差は一定にならないわけであ
る。したがって差額をもって各タイプの収入単位をあたえる基礎にするととはできないわげである。
要するに乙の方法が可能であるとしても，それは員数をふくめた世帯構成の綜合収入単位であって，
各タイプ毎の単位lζ分解する乙とはできないのである。
第三の方法は，資料を家族構成別iζ分類し，とれらについて各世自の支出を収入階層別に配列して
支出函数形を決定し，さらにとれらを単位当りに直した場合の支出函数も同形と仮定し，両者の比較
によって構成別の支出単位を評価しようとする方法である。すなわち，ある一定の家族構成世帯につ
いては，人員効果も構成効果も一定であるから，その支出はつぎのように収入の一元的な函数とみな
す乙とができる。
E=f(J ) 
そしてζの函数形が，たとえばプレイスやハウサッカーが飲食物質関係Iζ妥当的であると主揺する半
対数形
E= a +b log 1….・H ・-・……………………・H ・H ・..……...・H ・..……………………闘
に適合するととが確認されたとする。つぎに
( 12 ) 
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であるから，乙の回数形も
会=c +d logす すなわち E=m(c-d同 M)+md同 1.........(14)
と同形が適合すると仮定する。 ζのとき (l~ 式と凶式との比較によって b =mdとおきうるであろ
う。と ζろで，世帯構成を異にするにしたがい bや m は変動する ζとが期待されるが，単位当り
iζ直されたω式の dはζの費自に閲するかぎりはつねに一定であるはずである。したがってζの
民自の世帯構成別の m 係数は bの比較によってあたえられるわけである。 ζの方法はブラウン仰
が印∞世帯の家計資料をもとにして 食物単位を計測した方法である。 ζの方法の難点の一つは家族
構成別に収入階層編成をお乙なわなければならないから.可成り多数の資料を必要とする乙とであり
ニつはζの方法がどのような函数形においても可能とはかぎらず，特定の函数形においてのみ採用し
うる便宜的方法であるという ζとである。
とζろで乙の方法もまえのニコJレソン，へンダーソン法と同様に，家族人員と家族構成を合成した
構成別lζしか m や M 単位を算出する乙とができない。しかし家族構成の類型はかなり多数lζ上る
し，乙れらについてそれぞれ費目別の構成単位を作成するには，多数の家計資料と計算を必要とする
が，しかも類型化されたかぎられた家族構成についてしか使用されない。たとえば単位当りに計算さ
れた収入や支出を，家族構成を自由に設定して乙れに拡張しようとしても制約をうけるわけである。
だから，もしも家族只のタイプ毎の収支の単位と人口係数が分離的l乙算出できるとすれば，資料への
適用は網羅的となり，家族桃成の設定も白白になるわけである。
7 
そζで乙乙』ζ家族構成Rタイプ毎の質問別の支出単位向と収入単位向， および費目別の支出人
口係数んと収入係数れを分縫的にもとめる方法を考えてみよう。まず
m=(ZICeu)N-λcや M= (.EICil)N-}¥i 
における人員効果を方法的に無観する乙とにし，
Y = ZICelI. z = ZICil1 とおく。 乙のとき
である。したがって
Y =E / g (+ )=ZICC 
であるから，乙れは
( 13 ) 
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Yl ="Cl1Z11+ "CZJl12・・・・・・………・…… o+.tC.ntS 
Y~ = "el n21 + κe21l日……………………+.tc.n2.
00 o (1~ 
Yr = "Cl 1Zrt + lCe21Zr2………………………+ "C.n，.. 
となり，多元連立一次方程式を解く問題となる。理論的には Yl. Y2000……は各世帯の合計消費単位
を，"el， ICC2・……は性および年令による各家族員タ イプの消費単位を nl17 n12……ーはその世
帯に属する各家法員タイプの人数をしめすわけであるが，実際問題としては単位当りの収入をほぼ同
じくするような世帯をいわば一世帯と考えて一括し，その平均値を代表値とすればよいであろう。し
たがって家族員のタイプ "eを s個設定するとすれば，との未知数の数と合わせて収入階層も s個
になるように設定し.n もその階屈に所属する "eタイプ人の平均数をとらねばならない。 たとえ
ば れ は (l!z)をほぼ同 じく する世待の EJg(lJz.)の平均値であり. nllは乙の階層lζ属する
厄Cl タイプ人の合計を世帯数で割った平均員数にとってよい。 1世帯;であらゆるタイプ人を揃えるこ
とはありえないし，またそれらの比重をあたえるためにも，以上のような統計操作は当然許されるで
あろ う。 ただれ.Y~………は理論的には 1 世帯について考え られているから，各階層の平均値を代
表他とする場合には，各階層の世帯数を予め同程度に調整するか，または平均値を加重するかして，
各階屈の重さを同程度に調整する必要はあるであろう。
と乙ろで，乙乙での最大の困難は Y や zの値が定まっていないζとである。そζでzは家法人
員数に比例的であると考え， 暫定的lζ家族人員数で代用することにし，函数形を定めそのパラメータ
ーを適当に選択すると，そのときY IL当る値は Y土sとして.Yから何等かの誤差をともなった値
となるであろう。したがって ε の期待値をOとし，いろいろな Y のうち εを最小ならしめる場合
の解をもとむればよいζとKなる。との方針のもとに上の7 トリックスをつぎのように書きかえる。
"1 nll ・・・・・・・ntS IC CJ tl 
一 + 、 ，，?????、• • • • • • • • • • • • • • • • • • • 
"r n口 ………… …偽rs Kes tr 
とれをマトリックス記号で表現すれば
Y=(nl. n2.………OOnS)"t) +ε 
= 111.C十ε
よって e=γ-n"e 
e't==(Y -n"cγ(Y -n"C) 
= Y'1' -Y'm.c -，' en'Y +K'en'fl"e 
= Y'1' -2，' en'Y + ，' en'}lκe 
いま e'eの最小をあたえるために，乙れを "eIC関して微分し.0とおけば
( 14 ) 
I'ic-' .. 
云ニニ==-2n'Yト2n'mc"
Q"e 
n'Y=n'nKe 
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よって K e =(n'n)ーln'Y ….・ H ・..………..・ H ・..…...・ H ・..…………………………...・ H ・"U7l
すなわち Keは制式において実現する s伺の方程式の解を与える s個の "eの値であるが，与
えられた Y の値に対して s'eを最小ならしめる値である。と乙でマ トリックス nがs個の階数を
もつためには Y詮 S. また逆マトリックスをあたえるために nキOでなければならないことはいうま
でもない。そ ζで適当に Yの値すなわち函数形のパラメーターの値を選択し，その都度
E' E==(Y -nKe)'(Y -nKe) 
=Y'Y -2K'en'Y+K' en'nKe 
闘を代入して
E' E= Y'1' -K' en'1' 
によって E'Eを計算し，乙れの0ないし最小値をあたえる場合の "eの値が.(15}式を満足せしめる
向であって，求める家族員のタイプ毎の消費単位をあたえるわけである。しかし E'Eは実数値とな
るから，係数化するために
E'E K'pn'1' R2=1一一一=-i一一・...........・目・・・・.....................・・ 側
1"Y Y'Y 
として相関係数の平方をもとめ，その最大値の場合を選択する方が一般的であろう。
この計算には (n'n)-lをさきに計算しておしとれは S 行 s列の正方対称マト リックスとなる
/ 1 ¥ 1 つぎに g(ー 二一)の函数形が g=a+blog -:ー ならば T=一了として¥ z J -_.~._.. ~ '''0 z --. b 
子+hg-fzbω
/ 1、b
またストーンその他仰が推奨するような指数形 g == d，~) ならば
(+Yb E 7)=a(ZM) 倒
とおく04を家族人員当りの収入にとり T(19)や b側同当な値をとると. n'Yの計算がで
きる。これは S行 1:YlJの矩形マ トリッ クスになるから.(1引によって Keを算出し (18)により R2
を計算する。 ζの場合 n'Yは R2の最大値がもとまるまでその都度計算しなければならないから，
Y における Eをがの対応元素にあらかじめ掛合わせておく方が便利であろう。なおくり返し計算
にあたっては，同式の場合は最初の 71 Iζ対するよりもつぎのじ+o Iζ対する R2がより大きく
R2 が増加過程iζある聞は 71+2o………をくり返し，減少過程lと入ればその前の T より O/2を
さし引き，ζの要領で R2の最大値を見出す。また凶式の場合であれば，最初の ん における Y1
をつくっておき，ζれlζSにおける 1'2 を加えてゆく方法をとる。 R2 が減少過程K入れば
-
O /2 
における Y3 を加え，ζのようKして R2の最大値を見出すのが便利であろう。
( 15 ) 
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ζの方法の難点の一つは zの19定他として家族人口数をとるととろにあるが， もしも資料
zと比例的となるととが期待されるから，
さて，
が多くて各階周の平均人民が同質化されているとすれば，
ζの影響は大きくないものと考えられる。なお，zの値は各自自の y がとの方法で計算されれば，
ω式によって得られるであろう。 また算出方法がエレガントなものでなく，複雑な計算を多数おζ
なわなければならない乙とも難点といえるであろうが，乙れは計算機の能力の問題である。
そとでつぎに人民係数んや れをもとめる方法を考えよう。今度は家族構成の効果をI方法的に無
? ?
??
?
ー
??
。
? ?
、
???
?
??
????
とおく。 (9)式を導く同じ演算が可能であるから
1 dI dNλi 1 dN"^c 1 
1 百万=可万耳石一守万万石百
=trい-与)
-・位1)
より大なる世帯がより小なる世帯より
dE N 
8=百万 一E=).i7J -).e よって
それ
すなわちとれは同じ生活水準を維持する条件のもとにおける，
も，ある費自について1人当り少く支払う比率を，れとんとの関係でしめしたものであって，
はその費目支出の人民弾力性に等しいととをしめしている。 ζれを解くととに関しては，ほぼまえの
消費単位の場合と同様の方法が考えられるであろう。たとえば資料を家族人員数別に分類しておき，
N 人家族の e民自について
存=o+blog会
E=N(o-b log N)+Nb log 1…H ・H ・...・H ・-…一……..……・・・4・……・…凶すなわち
が適合したとする。また
£石=c+d 10ポ石
E=Nl-Ae(c-d log N+d).， logN)+Nl-Acd log 1……….・H ・..…………闘すなわち
の適合を仮定すれば，闘と闘式の比較によって
N e^b=d すなわちNb=Nl-λed 
dは一定とみられるから，N1とN2人家族の場合と比較して
).Þ=~og b1ー logb!l 
e-logN;ー logNl 
実際の場合んは各人員数聞に多少の差異がでる乙とが予想されるから，N2 -Nlを1人を乙えて大
きくとり，平均的なものをもとめる方がよいであろう。んは倒式または制式を利用して算出すれ
よってN1^eb=N!lλeb2 
ばよい。なお側式を利用した別の方法を考慮中であるが，計測結果をみた上で発表する ζとにした
とにかくとれによって函数論的
b、。
以上によって消費単位ならびK人員係数の算出方法を考察したが，
( 16 ) 
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な消費単位と人員係数は算出するととができるから m=(K.en)N-Ae， M = (XK.i1t)N-Ai として，両
者を結合して使用すればよい。 tì!~出方法についてはなお洗練される必要をみとめるし，人民係数をm
貨単位によっ て加重し (XK.eη)1-λe とする考ーえ方もあるが， 乙れらの方法については今後の研究線
題である。なお以上の方法Kよる費目別の消費単位ならびに収入単位，および費目別の支出人員係数
ならびに収入人員係数は，手もとの資料で計算ずみであるので近く発表する予定である。
8 
以上のような方法によって，地域ならびκ職業を一定とした対象集団の収支の単位をもとめ，乙れ
によって収入と支出を単位当りに調整するとすれば， ζのとき支出は収入の一元的な函数となり，乙
れを資料として効用の測定に入るわけである。がζの問題に入るまえに，エンゲJレカーブの性質や，
従来裁定方法として使用してきた支出の収入到i力性法にふれておきたい。乙れの吟味や批判の上lζ，
効用測定法を導入しようとするからである。
さて収入弾力性法は，基本的には1935年のアレン，ボウレーの“家庭支出論"(幻の方法』ζ負うてい
るとみてよいであろう。乙乙で彼等は各費自の支出額の合計を収入とみて，乙れを横軌lζとり費目支
出を縦輸にとるとき，各費目のエンゲJレ線は直線をなし，乙の直線が横軸となす角度 b と，平均収
入点における支出が原点となす角度 ω との比，すなわち b/ωをもって各賀自の緊要性をしめす指標
と考えた。たとえば， ζの値が1より小なるものほど必需性は高く，乙の値が1より大なるものほど
賀沢性は商いというように。いま各自自の支出を E，収入をIとすれば，bはdE/dlであってその
費目の限界消費性向をしめし，w は E/Iであって，エンゲル係数をあらわす。 したがって b/ω は
dE / E dE 1 _ 
d 1 / 1 = d 1 y= '1 
であって，乙れが支出の収入弾力性である。と乙ろでアレン，ポウレーは平均収入点における弾力性
をもって，その費目固有の緊要性を標示しようとするlζとどまるのであるが，われわれは乙れをつぎ
のように拡張するととにした。すなわち，たとえ E=a+bIの直線形としてαやbは一定であって
も，w=E/I=a/I+bであるから wは収入の変動によって変動するととになり，したがって弧力性
係数 b/wも変動するととになる。 ζの乙とは緊要性はその賀自に固有のものではなく，収入の変動
とともに相対的』とその性質を変ずるものと考えられる。もしそうであれば，特定の費目の緊要性の変
化点の意味を解釈する ζとlζよって，その変化点をあたえる収入の生活水準的窓味を見出す乙とがで
きるであろう。 ζのような裁定法をわれわれは弾力性法とよんできたのである。
と ζ ろでこの方法では，エンゲJレ線にいかなる数学線をあてはめるかは， 乙れが~i力性係数の変動
iζ大きな影響をもつので，重大な問題となってくる。それは何よりも統計学的な適合性の検定に合格
しなければならないし，また経済理論的な合理性をもたなければならない。たとえばアレン，ポウレ
ーの直線の採用は，資料への適合性!乙すでK疑問がもたれるのみならず，理論的にも不合理である。
( 17 ) 
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それは E:0 ILおいて 1:-ajbとなるが，たとえ bを正とするも αの符号は EjIと b と
の大小関係で定まるから，支出の発出点における収入が必ずしも正値をとりえないという不合理を結
果する。したがって，との場合 aが正値をとるものが必需費目となり，負値をとるものが賛沢費目
となるが，収入の増大とともに前者の wは滋少し，後者のは増大するから，両極の弥力性係数はと
もに11C近づくという不合理を重ねる ζとにもなる。またエンゲJレ係数 Ejlを Iについて微分す
れば，
d ( E ¥ 1 (dE E ¥ 
dI ¥.1 ) ~ 1 ¥ d 1 --1 ) 
dE E 、 dE 1 
であるから，エンゲル係数の極大計ーは極小点は一一一一一=0 すts.わち一一一一 =1 のときでー dI 1 v， J'~"~ ~dI E 
ある。 乙の条件は常数 a=Oのときとなるから，前述のように収入の増大とともに無限に近づきえ
ても，現実には存在しない。 したがってζの脇ー合にはエンゲJレ法則逆現象を表現しえないのである。
そζでζれらの点を考慮してか，プレイスやハウサッカーは飲食物質問係ILE=a+b log 1の半
対数形を， ストーンは logE=log a+b log 1すなわち E=albの指数曲線を， ニコルソンやわ
れわれは2次幽線を使用したととがあった。とくに半対数形は，対数の性質上 I は正となるから，
E=Oにおいて log1 = -ajbとなり bを正とすれば a は必ず負となる。したがって弾力性係
dE 1 b 
数百7て'E=E は収入の増大とともに減少し，また係数1において log1=1+( -ajb)となってエ
ンゲル法則逆現象も表現しうる ζとになる。と ζろでとのようなエンゲJレカーブの性質や形態を吟味
しようとすれば，当然に乙のような曲線をあてはめるべき資料の編成にまでさかのぼらなければなら
ない。それは統計学的な適合性の問題ではなく，適合せしむべきもとの資料が，弾力性法に適したよ
うに理論的に分類され調整されているかの問題であって，このことを不聞にした形態鈴はおよそ無意
味であるからである。乙とに家計のように影響する要案の多くてしかも大きい場合，なまの資料をそ
のまま使用するというのは，無茶苦茶というほかはない。しかしζのための弾力性法の基礎理論は築
かれているわけではないのであって，乙れがわれわれをして，ねりあげられた理論を基礎とする効用
測定の方向にむかわしめた一つの理由である。
さてアレン，ボウレーのように溌i力性係数1を境として質沢性と必需性をわける考え方は，さきに
しめしたように ζれをさらに厳密に規定して人員弾力性と比較するとき すとぷる妙をえた着想、では
あるが，そもそも持力性iζ 緊要性 (ter gency )という性格を附与する理由はどζにあるのであろう
か。いいかえれば収入の変化率と支出の変化率との比に緊要性を表現せしめようという積極的な摂拠
は何かである。彼等は支出直線が績輸をきる哉片，すなわちaの正負と大きさにまず緊要性をみとめ
ようとしたのであって，乙れを係数イじしたものが弾力性にほかならない。すなわち収入0においてな
おプラスの支出を要求するか，あるいはマイナスとして潜在化するかが緊要性の根拠である。したが
って不合理な直線性を採用し，nOIl negativityの合志を無視して延長線を論ずるという仕哉となっ
たわけである。そζでとの緊要性iζ閲しての合理的な理由を追求するとすれば，つぎのように限界効
用均等の法則を基礎にして説明するよりほかはないであろう。すなわち必需的なvl自の貨幣単位当り
の限界効用の迎滅荷量は急激であり，哲沢的な白目は紘慢であると考えられるから，もし各収入点にお
( 18 ) 
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ける各費目支出が均衡購入点として，その限界効用が均等でなければならないとすれば，前者の支出
増加率は逆lζ緩慢となり後者のそれは急激とならなければならない。そとで限界効用の逓誠事ととの
支出増加率を比較可能なようlζともに増加2制ζ対する比として係数化して考えると，要するに各費目
支出の収入弾力性は.その逆の関係において限界効用の収入勝力牲と対応しなければならないと考え
られるから，との意味でそれは緊要性とその測度を表現すると説明されうるわけである。しかしもち
ろんζの説明は乙の段階lζおいては一つの仮説にすぎない。したがって支出の蝉力性係数によって各
自自の緊要性の測度をみようとするのは，実はζのような仮説を前提としているととを自覚しなけれ
ばならないわけであった。そ乙でもしも効用や限界効用の測定が可能であるならば，ζれによって生
活水準は直後的K測定されるわりであり，また支出の務力性との関係、も判明するから，ζの方法のー
屈の利用の道をひらく乙とにもなるわけである。 ζの支出弾力性法解.釈の前提性が，われわれを困難
な手続を必要とする効用の直接測定に向わしめる第二の理由である。
9 
さて地域別，職業別lζ分類された家計資料が，上のような方法で算出された消費単位や人員係数に
よって，単位当りの収入iや支出eIC編成されたとすれば，乙のときeはiの一元的な函数であり，
また iの効用 U やeの効用 1tはそれぞれの単調増加函数とみなしうるわけである。要するにiやe
の効用測定の用意ができたことになる。もっともUはiの一元的な塔'加函数であるから.;はすでに
生活水準を表示するわけであるが，しかしそれは比較の場合の序数的表現にすぎないから，倍数的な
測度としてはやはり Uそのものを測定しなければならないわけである。 乙の場合測定単位を何にもと
めるかがつねに問題になるととろであるが，ζζでは貨幣単位の限界効用を問題にし，弾力性の形で
相対化し，要するに単位問題を回避するととを考えてゆきたい。 乙の際参考になるのはフリッシュの
変量法 (quantityvariation method)(lのである。しかしフリッ シュは物価指数算出への応用を考え
ているので，その名のしめすように金額を物価指数で除した実質的な数量変化を基礎にしている。乙
の点が物価指数の算出にすでに物価指数をもち ζむ循環論として批難されると乙ろであるが，われわ
れの場合は乙の点は顧慮しなくともよいのではないかと考えられる。
いま各自白支出を e'.e".……ーその効用を n'.ztぺ…..…とすれば，均衡購入点においては
1" n" U'+Zt"..一 u
~=7.・ ・=~芋吉六三て=i一
U 、 j
そ乙で一般に =一?であるかり 一一 =α とすれば u=αuである。いま iが む から ら
1 e 
k上昇したため u]が u2 Iζ ， 乙れにともなって引が e~ IC. U]が U2IC変動したとする。 す
なわち u]=α]U] が u2=α21&2Iζ変動する。乙乙で 1'1からze:lへの変動を無視しうる場合を考
え，両式の対数をとって辺々相引くと
log U2-1og U]=log α2ー logα3
( 19 ) 
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となり，両辺を logら一log11 ILて割れば
log UlIー logU1 
log ら一logi1 
log α2一logα1 
log 12ー logi1 
となる。 ζれを微分学的に表現すれば
ι主主立一ι1旦ια
d log 1 -dlog l' 
である。 との左辺は
主並主豆三 主ー立 /坐 _d，立 1 _ " 
d log 1 - U/ -1-- di U--，_ 
μは収入効用の収入弾力性である。また右辺は
稽 社 学
d logα dα / di d ( i ¥ de i _ 
d log i =--aーi三-=(ii¥-e-je==1 - di 三-=1-
よって μ =1 ーν…・・…・…………・・・…....・..…・……・………-……・……・…-……… 闘
νは支出の収入民i力性であって計測可能であるから
E は
μ は計測できる九 また限界効用の収入弾力性
d ( U ¥ i2 _ 1 (d U U ¥ _ d U 
ζ=171ごi)-u=U ¥ di--i-)=diτ-1==μ-1 
ζれを闘式lζ代入すれば
-~== ν・…・………・…..・H ・-…..・H ・...・H ・-…..・H ・..・H ・..・H ・....・H ・-…・倒
となる。すなわちもしも U2一向=0をあたえる世田 e'を見だす乙とができるならば，収入効用の
収入弾力性は1より e'の収入弾力性を差引いたものとして計測でき， また限界効用の収入弾力性は
e'の収入弾力性の符号を変えたものに等しい。乙の ζ とは前項における仮説が，単位当り収支の条件
のもとに iと e'との聞において証明されるととをしめすものである。 そζで問題は む がらに上
昇し e1 が e2Iζ変動した場合，その効用 U1 と thを等しくするような費目 dをいかにして見出
すかという ζとである。 ζれは効用の測定iとすでに効用の測定を要する問題をもちとむ乙とになり循
環論になるが，しかし凶式においてμは限界効用逓減の法則のもとにおいては1以上になるととは
なくまたO以下になる乙ともない。したがってνは 1>ν>0でなげればならないζとは予想される
ととろである。 ζれは e'としてわれわれの規定する必需世田がえらばれるという ζ とである。 tJi乙
の問題のー屈の検討は今後lζのとされる乙とになるであろう。
10 
以上のような手続によって収入効用の収入弾力性係数が測定されたとすれば， それはもっとも直接
援もしも μ=1がある怠味のある生活水準をあたえるとすれば，乙のとき .It=oとなるから， ζ
の費目のエンゲルカーブの徴係数は0とならなければならない。したがって少くともζの費自の
エンゲルカーブは2次曲線以上でなければならない。との乙とは費自分類とエンゲルカーブの形
態について新な考慮を迫るものである。乙の点は次回1(，考・察したい。
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的な生活水準の測度である。しかし乙の測度のいかなる値が，労働力再生産にとっていかなる意味の
生活水準を表示しているかは何等語るものではない。ただとこではもしもその測度のある値に，生活
水準的立味を附与するととができるならば，それに照応する収入と各賀目の金額を，家族構成別に表
示する用I:.<はすでにでき上っているといえるわけである。すなわち単位当りの収入を独立変数とする
各自目支出の方程式を解いてパラメーターを定めておけば，ある μの値を裁定するとすれば乙れによ
って νの値がきまるから乙れより収入額をもとめて直ちに各費目支出額を計算する ζ とができるであ
ろうし，またさきに定めた人民係数と消費単位によって乙の生活水準Kおける家族構成別の収入と支
出額を表示するのは容易であるからである。
それでは労働力再生産lζとって立味のある μの値を合理的にいかに見出すか。従来のように乙れを
消費行為の解釈によって裁定する乙とκついては，もしもそ乙lζ合理的な解釈が可能であるならば，
われわれは異議をはさむ何の筋合もない。だが家庭経済が社会経済機構l乙媒介されつつ，消費→労働
力再生産→労働力供給→収入→消費(本号第161頁の図多照)の小循環をくり返す過程において， 行
為として陽表的にあらわれる坊は消費行為のほかに労働力供給の行為がある。消費は労働力再生産の
原動であり，したがって消費行為にしめされる欲望満足の状態が労働力再生産の状態と対応関係にあ
るという仮定をたてたのであったが，しかしまた労働力供給は再生産の効果であって，供給行為には
欲望満足の状態が反映されているともいえるであろう。そζでもしも供給行為の解釈に欲望満足の状
態すなわちμを窺うべきより合理的な根拠があるとするならば，労働力再生産の状態のきめ手として
採用するのに何の詰路もいらないはずである。むしろ満足の状態，すなわち再生産の状態が，ある一
定の条件のもとにおける労働力供給の意欲的反映として，ζ 乙により端的にあらわれるととが期待さ
れるであろう。すなわちζζに収入水準と同質労働の供給量を標示する労働時間との函数関係の設定
において，収入水準と一定の関係をもっμもしくは 5を導入し， 供給曲線の変化点における μもし
くは Eの値の意味を合理的に解釈しうる期待が生ずるのである。 乙のような考え方を骨子とした裁
定方法には，函数関係、の設定lζ厳密な規定を必要とするので，次回』ζ稿を改めて論ずる ζ ととしたい
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